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調査対象 ：公益社団法人日本農業法人協会会員

実施方法 ：郵送留め置き法

アンケート調査の概要

過去調査の
概要

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

調査期間
2009年7月～
2010年1月

2010年7月～
2011年2月

2011年9月～
2012年2月

2012年9月～
2012年12月

2013年6月～
2014年2月

2014年9月～2015年2月
基礎調査/実態調査

2015年9月～2016年2月
基礎調査/実態調査

調査票配布数 1,744 1,742 1,702 1,722 1,780 1,782/1,777 1,835/1,841

有効回答数 877 901 875 878 867 1,059/714 1,258/739

有効回答率 50.3% 51.7％ 51.4% 51.0% 48.7% 59.4%/40.2% 68.6%/40.1%

※ 図表中の割合の合計は、四捨五入の関係で100%にならない場合があります。
※ 図中表のNまたはnは、有効回答数を示します。
※ 「統計表P～」は、農業法人白書統計表（2016年版）の該当ページ数を示します。

調査名 調査期間 調査票配布数 有効回答数 有効回答率

会員基礎調査 2016年6月～2017年2月 1,872 854 45.6%

農業法人実態調査 2016年10月～2017年2月 1,854 616 33.2%

※ 調査結果は、上記２つの調査を統合し、有効回答数（1,018）から集計しました。

アンケート調査の概要
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法人の経営体数

調査年毎の法人設立数：棒グラフ・線グラフ（左軸）
法人経営体数の推移（農林水産省調べ※）：点グラフ（右軸）

Data

● 設立からの経過年数は平均28.7年(2016年)

1995
食管法廃止・新食糧法の施行
（稲作経営でも市場原理が進行）

1999

食料・農業・農村基本法制定
(社)日本農業法人協会設立

2001

農地法改正
（農業生産法人制度の要件緩和）

1993

農地法改正
（農業生産法人制度の要件緩和）

2009

農地法改正
(一般法人の貸借での参入規

制の緩和)
2012

公益社団法人へ移行

2011

東日本大震災

2004

米改革・基本計画の
見直し

1992

農林水産省、農業経営の
法人化を推進

（いわゆる「新政策」＝新しい食料・農業・
農村政策の基本方向）

1996

全国農業法人協会（社団法人日

本農業法人協会の前身）設立

1988

牛肉・オレンジの
輸入自由化

（以降、農業の国際化が本格化）

※法人経営体数は、農林水産省統計部「農林業センサス」による。農家以外の農業事業体のうち販売目的のもので、
1990年までは会社のみ、1995年からは農事組合法人、農協、特例民法法人等を含む。

2010・2015

基本計画の見直し

回答法人プロフィール
§回答法人の設立年度
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● 会社形態は特例有限会社を含め株式会社が81.3%。主業種は稲作が33.3% 。

● 経営の多角化段階は消費者直売、加工等の6次化進出割合は６割を超える。

※業種は、農業生産第1位を集計。その他耕種等には、花き・果樹・きのこを含む。

統計表P4-5

株式会社

30.2%

特例有限会社

51.1%
合資会社 0.1%

合同会社 1.0%
農事組合法人

16.3%

個人経営 1.0%

その他 0.4%

会社形態 N=1018

北海道・東北

22.6%

関東

11.5%

北信越

18.1%
東海

4.1%

近畿

9.4%
中国

8.6%

四国

5.6%
九州・沖縄

20.0%地 域 N=1018

～5千万

19.8%

～1億円

17.0%

～3億円

26.7%

～10億円

12.4%

10億円以上 5.4%

未回答

18.7%売上規模 N=1018

生産のみ

35.1%

生産・直売

26.0%

生産・直売・加工

27.3%

生産・直売・観光 2.2%

生産・直売・加工・観光 8.5%

生産なし 0.9%

多角化段階 N=1018

回答法人プロフィール
§会社形態、業種、多角化段階、地域の構成

稲作

33.3%

野菜

23.6%

その他耕種等

22.7%

畜産 19.5%

生産なし 0.9%

業 種 N=1018
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● 「生産・直売」及び「生産・直売・加工」は、稲作(45.3%、43.2%)が最も多い。

● 「生産・直売・加工・観光」は、「その他耕種等※1 」が最も多い。

21.0%

45.3%

43.2%

31.8%

19.5%

28.6%

24.5%

16.9%

31.8%

21.8%

19.0%

17.4%

26.6%

27.3%

42.5%

31.4%

12.8%

13.3%

9.1%

16.1%

n=357

n=265

n=278

n=22

n=87

稲作 野菜 その他耕種等 畜産 未回答

Data 多角化段階と業種構成の割合（N=1,018）※2

生産 直売 加工 観光

生産 直売 観光

生産 直売 加工

生産

生産 直売

（うち果樹18.2%）

（うち果樹32.2%）

※1 業種は、農業生産第1位を集計。その他耕種等には、花き・果樹・きのこを含む。
※2 N=1,018には、生産なし（n=9）が含まれる。

統計表P20-21

回答法人プロフィール
§多角化段階と業種の構成
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● 経営者年齢は約3割が50代以下。平均年齢は60.3歳。

● 経営世代は創業者が46.5%。経営者の平均代数は1.5代。

5.0%

48.9%

60.6%

60.9%

54.2%

48.4%

36.7%

21.7%

12.8%

13.8%

19.3%

24.8%

29.3%

45.6%

24.7%

2.1%
4.6%

6.2%

10.5%

7.8%

8.9%

12.7%

4.3%

0.9%

3.7%

4.6%

7.4%
5.1%

10.8%

95.0%

31.9%

20.2%

9.9%

5.9%

7.1%

3.8%

30.1%

未回答 n=20

～5年未満 n=47

～10年未満 n=109

～15年未満 n=161

～20年未満 n=153

～30年未満 n=283

～40年未満 n=79

40年以上 n=166

設立年数と経営世代の内訳 創業者 2代目 3代目 4代目以降 未回答Data

～30代

3.9%

40代

9.6%

50代

17.2%

60代

35.2%

70代

8.9%

80代以上 2.2%

未回答

23.0%

経営者年齢 N=1018

創業者

46.5%

2代目

24.6%
3代目

8.1%

4代目以降 5.8%

未回答

15.1%経営者○代目 N=1018

統計表P4-5

回答法人プロフィール
§経営者は何歳？何代目？
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152
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67
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1～4名

5～9名

10～19名

20～49名

50～99名

100名以上

正社員と常勤パートの雇用社数

正社員 n=800

常勤パート n=718

● 役員数は平均3.4名。 約9割が5名以内。

● 従事者数(役員、正社員、常勤パートの合計)は平均18.8名。 10名以上が57.2%。

● 障害者雇用は107社(平均2.2名)。外国人技能実習生受入れは130社(平均5.6名)。

1～4名

12.0%

5～9名

30.8%

10～19名

30.4%

20～49名

20.2%

50～99名 4.8%

100名以上 1.8%

従事者数 N=984

Data

1名

9.7%

2名

25.9%

3名

28.9%

4名

16.9%
5名

9.0%

6名以上

9.5%役員数 N=968

※日本人研修生は研修期間1年間以上が対象。

8

3

4

2

1

7

21

21

17

19

13

32

65

21

7

5

1

2

6

1名

2名

3名

4名

5名

6名

7名以上

障害者雇用・研修生受入れ社数

日本人研修生 n=18

外国人技能実習生 n=130

障がい者 n=107

Data

統計表P6-15

回答法人プロフィール
§役員数と従事者数
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§女性参画の状況
● 女性が参画している経営体数は全体の88.2%で、「生産・直売・加工」 「生産・直

売・加工・観光」「生産・直売」の順に女性従事者の割合が高い。

● 女性従事者の平均人数が多いのは「社員・パート」(16.0人)・「役員・社員・パー
ト」(15.6人)で、社員に女性が多いと平均売上高が高い。

Data 女性参画の割合（Ｎ=984）

統計表P6-17

役員のみ
9.9%

パートのみ
9.5%

社員のみ
8.9%

役員・社員
9.7%

役員・パート
12.6%

社員・パート
17.6%

役員・
社員・パート

20.1%

男性のみ
11.8%

Data 女性参画別 平均人数・売上高

Data 多角化段階別 女性従事者数規模（Ｎ=961）

4.6%

14.3%

4.5%

11.7%

13.4%

33.3%

61.9%

43.3%

53.0%

44.7%

24.1%

19.0%

25.4%

17.4%

18.5%

13.8%

22.2%

16.8%

10.9%

13.7%

18.4%

4.8%

8.2%

5.7%

7.3%

5.7%

1.9%

1.2%

2.4%

生産・直売・加工・観光 n=87

生産・直売・観光 n=21

生産・直売・加工 n=268

生産・直売 n=247

生産のみ n=329

0名 1～4名 5～9名 10～19名 20～49名 50名以上

女性参画区分
平均人数（人） 平均売上高（千円）

有効回答 男性 女性 有効回答 売上高

役員・社員・ﾊﾟｰﾄ 198 14.0 15.6 180 452,422
社員・ﾊﾟｰﾄ 173 15.6 16.0 147 407,726
役員・社員 95 9.2 4.7 77 329,351
社員のみ 88 9.0 3.6 81 235,160
役員のみ 97 4.3 1.4 74 217,261
パートのみ 93 7.9 5.3 80 183,598
役員・ﾊﾟｰﾄ 124 7.7 8.2 91 173,289
男性のみ 116 6.1 89 165,052
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8 回答法人プロフィール

§業種別の経営規模の平均

Data

主業種
（農業生産第1位）

主な経営規模
（平均規模：有効回答）

農林水産省の統計による
経営規模の平均

稲作 田 53.4ha：324社（50ｈａ以上は42.9%） 田 1.7ha(1,947,029ha/1,144,812経営体）※1

露地野菜 畑 27.4ha：95社（50ｈａ以上は12.5%） 畑 1.6ha（1,315,767ha/834,467経営体）※1

施設野菜 生産施設 28,251㎡：86社（3万㎡以上は18.6%） ―

果樹 樹園地 19.9㎡：73社（20ｈａ以上は16.4%） 樹園地 0.7ha（188,648ha/270,955経営体）※1

施設花き・花木 生産施設 11,691㎡：34社（２万㎡以上は23.5%） ―

きのこ 生産施設 5,635㎡：17社（1万㎡以上は17.6%） ―

酪農 経産牛 639頭：37社（1000頭以上は18.9%） 経産牛 55.1頭（936.7千頭/17.0千戸）※2

肉用牛 肥育牛 1405頭：35社（2000頭以上は22.9%） 肥育牛 13.9頭（720.0千頭/51.9千戸）※2

養豚 母豚 677頭：57社（1,000頭以上は24.6%） 母豚 176.0頭（844.7千頭/4.8千戸）※2

採卵鶏 採卵鶏 23.1万羽：39社（50万羽以上は10.3%） 採卵鶏 7.0万羽（175,733千羽/2.5千戸）※2

業種別の経営規模の平均

※1 出典：2015年農林業センサス ※2 平成28年畜産統計

統計表P24-31
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年間売上高
2016年 2015年 2014年 2013年 2012年

N=828 N=936 N=738 N=664 N=752

～1,000万円未満 n=34 4.1% n=30 3.2% n=24 3.3% n=21 3.2% n=19 2.5%

1,000～3,000万円
未満

n=76 9.2% n=83 8.9% n=63 8.5% n=62 9.3% n=83 11.0%

3,000万円～5,000万円
未満

n=92 11.1% n=113 12.1% n=79 10.7% n=84 12.7% n=100 13.3%

5,000万円～7,000万円
未満

n=86 10.4% n=102 10.9% n=84 11.4% n=78 11.7% n=83 11.0%

7,000万円～
1億円未満

n=87 10.5% n=120 12.8% n=98 13.3% n=94 14.2% n=88 11.7%

1～3億円未満 n=272 32.9% n=274 29.3% n=218 29.5% n=202 30.4% n=221 29.4%

3～5億円未満 n=69 8.3% n=84 9.0% n=66 8.9% n=50 7.5% n=65 8.6%

5～10億円未満 n=57 6.9% n=67 7.2% n=56 7.6% n=38 5.7% n=44 5.9%

10億円以上 n=55 6.6% n=63 6.7% n=50 6.8% n=35 5.3% n=49 6.5%

平均売上高 3億140万円 3億565万円 3億1,142万円 2億6,377万円 2億8,714万円

● 2016年の平均売上高は、3億140万円で前年比98.6%。

※2016年有効回答（N=828）に対する一致率は、2015年69.1%、2014年62.6%、2013年62.2%、2012年54.4%。

統計表P16-17

売上の構成
§売上規模別の構成
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有効回答 2016年 2015年 2014年 2013年 2012年

全 体 283 127.2% 115.5% 112.6% 103.5% 100.0%

稲 作 101 115.9% 111.9% 113.0% 109.4% 100.0%

雑 穀 ・ い も ・ 豆 7 100.1% 94.2% 98.8% 100.0% 100.0%

工 芸 農 作 物 7 109.4% 109.0% 112.1% 111.2% 100.0%

野 菜 50 127.4% 115.6% 115.0% 103.9% 100.0%

露 地 野 菜 23 126.7% 110.9% 115.7% 107.1% 100.0%

施 設 野 菜 27 128.0% 119.5% 114.4% 101.4% 100.0%

果 樹 20 135.2% 137.1% 130.8% 100.0% 100.0%

花 き 19 111.0% 106.6% 107.2% 107.0% 100.0%

露 地 花 き 3 128.7% 116.5% 110.0% 103.0% 100.0%

施 設 花 き 16 109.2% 105.6% 106.9% 107.4% 100.0%

き の こ 9 122.3% 103.6% 100.5% 98.4% 100.0%

畜 産 64 133.7% 118.0% 112.3% 100.1% 100.0%

酪 農 11 126.8% 117.1% 105.5% 102.4% 100.0%

肉 牛 16 162.0% 141.6% 126.0% 116.2% 100.0%

養 豚 20 121.6% 96.7% 104.0% 95.3% 100.0%

採 卵 15 130.9% 129.8% 115.7% 93.5% 100.0%

※ 2012年～2016年に連続して回答のあった会員について、2016年の業種区分で集計。

● 過去5年間の売上高の比較では、有効回答は少ないものの、2012年の売上高を100と
すると2016年は27.2ポイント増加。

※有効回答数(N=283)には、麦類（n=1）、ブロイラー（n=2） 、その他（n=2）、生産なし（n=3）が含まれるが、上表では割愛する。

売上の構成
§参考資料：過去5年間の売上高の比較①
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有効
回答

2016年 2015年 2014年 2013年 2012年

売 上 規 模 283 - - - - -

5 0 0 0 万 円 未 満 55 94.6% 102.5% 104.4% 107.1% 100.0%

～ １ 億 円 未 満 61 111.8% 109.1% 110.5% 107.6% 100.0%

～ ５ 億 円 未 満 125 113.6% 112.7% 104.6% 99.7% 100.0%

～ １ ０ 億 円 未 満 24 127.7% 118.6% 109.7% 100.5% 100.0%

１ ０ 億 円 以 上 18 137.0% 115.3% 116.3% 102.5% 100.0%

多 角 化 段 階 280 - - - - -

生 産 の み 77 128.5% 115.9% 105.5% 96.7% 100.0%

生 産 ・ 販 売 87 122.3% 115.1% 114.4% 106.7% 100.0%

生産・販売・加工 86 125.5% 106.9% 112.3% 100.3% 100.0%

生産・販売・観光 4 97.6% 106.3% 105.8% 111.3% 100.0%

生産・販売・加工・観光 26 118.1% 114.2% 113.3% 107.7% 100.0%

※ 2012年～2016年に連続して回答のあった会員について、2016年の区分で集計。

● 5年間の伸びが大きいのは、女性人数「20～49名」で146.5%、売上規模「10億円以上」で137.0%。

有効
回答

2016年 2015年 2014年 2013年 2012年

従 事 者 数 283 - - - - -

1 ～ 4 名 17 116.6% 123.7% 113.4% 109.7% 100.0%

5 ～ 9 名 80 122.8% 117.8% 111.6% 105.3% 100.0%

1 0 ～ 1 9 名 94 118.8% 112.0% 108.9% 104.5% 100.0%

2 0 ～ 4 9 名 69 133.0% 116.7% 109.9% 104.4% 100.0%

5 0 ～ 9 9 名 19 123.8% 105.8% 114.7% 95.5% 100.0%

1 0 0 名 以 上 0 - - - - -

女 性 人 数 259 - - - - -

0 名 115 121.6% 114.4% 110.0% 107.5% 100.0%

1 ～ 4 名 62 135.8% 126.2% 115.9% 107.6% 100.0%

5 ～ 9 名 44 126.4% 113.5% 109.9% 102.2% 100.0%

1 0 ～ 1 9 名 31 121.8% 100.8% 108.9% 94.6% 100.0%

2 0 ～ 4 9 名 6 146.5% 140.6% 131.4% 109.1% 100.0%

5 0 名 以 上 1 93.2% 87.0% 93.2% 93.9% 100.0%

売上の構成
§参考資料：過去5年間の売上高の比較②
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● 「稲作」の売上規模は、67.6%が1億円未満で、平均売上高も最も低い1億895万円。
● 「きのこ」の売上規模は、42.8%が3億円以上で、平均売上高は4億2,034万円。

※業種は農業生産第1位を集計。
※ 「その他」は上記作目以外を生産する経営体、 「生産なし」は直売所経営等を含む。

Data 業種別 売上規模構成・平均売上高
平均売上高

1億895万円

2億4,643万円

2億8,284万円

1億7,667万円

1億6,361万円

4億2,034万円

2億8,146万円

4億1,232万円

耕
種

統計表P16-17

売上の構成
§業種別 売上規模（耕種等）

37.4%

22.7%

24.1%

33.9%

12.2%

33.3%

30.2%

20.5%

16.6%

30.6%

22.0%

10.7%

33.3%

28.1%

34.1%

40.1%

22.6%

51.2%

46.4%

33.3%

11.1%

2.9%

20.5%

12.8%

9.7%

14.6%

35.7%

22.2%

44.4%

1.4%

2.3%

6.4%

3.2%

7.1%

11.1%

11.1%

稲作 n=278

麦類・穀類・芋豆・工芸
n=44

野菜 n=187

果樹 n=62

花き n=41

きのこ n=28

その他 n=9

生産なし n=9

～5千万円未満 ～１億円未満 ～３億円未満 ～１０億円未満 １０億円以上
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● 売上規模3億円以上は、酪農55.0%、肉牛58.8%、養豚48.1%、採卵鶏47.2%、ﾌﾞﾛｲﾗｰ62.5%。

● 平均売上高は、ブロイラーが10億円超。

※業種は農業生産第1位を集計。

Data 業種別 売上規模構成・平均売上高

平均売上高

6億8,214万円

7億9,268万円

6億8,784万円

5億7,761万円

11億3,337万円

統計表P16-17

売上の構成
§業種別 売上規模（畜産）

10.0%

5.9%

3.8%

13.9%

12.5%

5.0%

20.6%

5.8%

8.3%

30.0%

14.7%

42.3%

30.6%

25.0%

40.0%

41.2%

26.9%

27.8%

37.5%

15.0%

17.6%

21.2%

19.4%

25.0%

酪農 n=40

肉牛 n=34

養豚 n=52

採卵鶏 n=36

ブロイラー n=8

～5千万円未満 ～１億円未満 ～３億円未満 ～１０億円未満 １０億円以上
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● 平均売上高は、 「生産のみ」 が3億6,960万円、「生産・直売・加工」が3億1,019万円の順。

● 「生産・直売・加工・観光」の平均売上高は、対前年比で126.4%。

Data 多角化段階別 売上規模構成・平均売上高

生産 直売 加工 観光

生産 直売 観光

生産 直売 加工

生産

生産 直売

統計表P16-17

平均売上高 対前年比

3億6,960万円 104.6%

2億1,507万円 94.9%

3億1,019万円 99.6%

1億9,772万円 123.6%

2億6,457万円 126.4%

売上の構成
§多角化段階別 売上規模

20.8%

29.9%

22.0%

31.3%

27.5%

14.2%

26.2%

23.3%

43.8%

21.7%

36.1%

30.8%

34.5%

12.5%

27.5%

19.8%

9.8%

13.4%

6.3%

17.4%

9.0%

3.3%

6.9%

6.3%

5.8%

n=288

n=214

n=232

n=16

n=69

～5千万円 ～１億円 ～３億円 ～１０億円 １０億円以上
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売上規模別 従事者一人あたり売上高Data

● 従事者一人あたりの売上高の平均額は1,877万円と昨年より13万円増加。

● 売上規模3～5億円の伸びが大きい。

※従事者一人あたり売上高＝売上高÷従事者数。

売上規模

平均額
（万円）

1,243 1,214 1,000 1,089 1,041 1,014 1,332 1,864 1,877

売上規模と従事者一人あたり売上高

3,120 

3,580 
3,275 

3,549 
3,192 

3,588 

4,493 

6,433 

6,005 

1,878 

2,308 

1,819 
1,973 2,029 

1,605 

2,565 2,683 

3,495 

1,459 1,441 1,365 1,456 
1,254 1,246 

1,487 1,440 1,491 

838 835 779 845 800 752 889 883 892 
603 692 605 629 532 575 567 642 563 
304 266 253 269 244 247 290 324 263 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2004年

n=490

2009年

n=674

2010年

n=678

2011年

n=713

2012年

n=752

2013年

n=664

2014年

n=665

2015年

n=929

2016年

n=819

5億円以上

～5億円

～3億円

～1億円

～5,000万円

～3,000万円
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● 「稲作」では29.7%が農協系統、24.8%が消費者直売、24.4%が問屋・卸。

● 「野菜」では、問屋・卸や市場など、農協系統を通さない経営体が90%以上。

Data 業種別 販路構成（売上高別構成、耕種等）

統計表P16-17

販売先の構成
§業種別 販路構成（耕種等）

24.8%

11.0%

16.0%

28.9%

14.8%

3.4%

15.4%

7.5%

24.0%

14.3%

16.1%

2.6%

3.5%

13.8%

14.3%

2.9%

0.9%

6.5%

24.4%

56.0%

29.1%

25.2%

25.1%

17.6%

2.2%

3.5%

7.4%

23.6%

29.7%

20.9%

29.7%

8.2%

9.3%

5.1%

13.4%

48.8%

稲作 n=181

麦類・穀類・芋豆・工芸
n=29

野菜 n=108

果樹 n=49

花き n=25

きのこ n=20

消費者直売 小売・飲食店 製造業者 問屋・卸 市場直接 農協系統
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● 「養豚」は問屋・卸の割合が68.8%と最も高い。

● 農協系統出荷の割合が高いのは、「酪農」51.0%、次いで「肉牛」27.5%。

Data 業種別 販路構成（畜産）

統計表P16-17

販売先の構成
§業種別 販路構成（畜産）

0.9%

0.4%

2.9%

9.3%

6.8%

1.3%

6.6%

29.2%

44.1%

0.5%

1.8%

8.9%

7.0%

5.9%

40.5%

40.0%

68.8%

7.1%

36.3%

5.9%

30.4%

7.8%

33.2%

51.0%

27.5%

4.9%

14.1%

6.9%

酪農 n=24

肉牛 n=18

養豚 n=34

採卵鶏 n=22

ブロイラー n=6

消費者直売 小売・飲食店 製造業者 問屋・卸 市場直接 農協系統
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● 販売先割合は、前年に比べ「問屋・卸」が36.7%と9.5ポイント増加。

Data

Data 多角化段階別 売上高構成比（N=527）

売上高構成比

※「多角化段階別の売上高の構成比」（N=257）には生産なしn=5が含まれます。

生産 直売 加工 観光

生産 直売 観光

生産 直売 加工

生産

生産 直売

統計表P16-17

販売先の構成
§売上高構成と多角化段階別の状況

10.4%

8.4%

9.9%

11.8%

12.0%

14.0%

10.1%

14.5%

11.4%

11.0%

6.9%

4.2%

12.3%

10.5%

11.1%

36.7%

27.2%

28.1%

34.0%

34.9%

12.7%

22.0%

11.5%

13.5%

13.6%

19.3%

28.1%

23.7%

18.9%

17.5%

2016年 n=527

2015年 n=158

2014年 n=558

2013年 n=492

2012年 n=634

消費者直売 小売・飲食店 製造業者 問屋・卸 市場直接 農協系統

3.1%

10.4%

15.9%

27.0%

29.9%

3.9%

18.3%

21.4%

23.6%

29.6%

8.2%

7.9%

5.0%

1.9%

7.2%

42.5%

19.9%

41.9%

13.4%

18.8%

13.2%

24.1%

7.9%

4.2%

29.2%

19.5%

7.9%

34.1%

10.3%

n=169

n=141

n=161

n=10

n=41

消費者直売 小売・飲食店 製造業者 問屋・卸 市場直接 農協系統
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● 借入先として最も多いのは「公庫」で50.5%、民間金融機関が31.2%と続く。

● 売上規模別の5千万円以上は、規模が拡大するにつれて「民間金融機関」からの借入割合
が高くなる。

※公庫とは（株）日本政策金融公庫。農協には信農連、農林中央金庫を含む。

Data 売上規模・業種別 借入金構成比（n=255)

統計表P32-33

金融機関との取引
§借入金のある金融機関

有効
回答

公庫※
民間金融
機関

農協※ 構成員 私募債 その他

250 50.5% 31.2% 8.7% 6.0% 1.3% 2.3%

～5千万円未満 67 42.7% 35.6% 12.2% 7.8% 0.0% 1.7%

～1億円未満 51 46.4% 19.9% 20.0% 13.2% 0.5% 0.0%

～3億円未満 78 52.5% 20.2% 13.9% 11.4% 1.6% 0.5%

～10億円未満 37 63.9% 22.8% 5.0% 4.5% 0.5% 3.3%

10億円以上 13 37.7% 48.4% 6.2% 2.3% 2.3% 3.1%

売上未回答 4 91.5% 5.9% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0%

稲作 93 53.1% 13.7% 24.3% 7.9% 0.0% 1.0%

野菜 45 55.7% 23.4% 7.9% 13.0% 0.0% 0.0%

その他耕種等 56 44.8% 29.7% 14.2% 9.9% 1.0% 0.3%

畜産 54 51.1% 36.5% 3.9% 3.2% 1.8% 3.6%

生産なし 2 0.0% 16.3% 0.0% 83.7% 0.0% 0.0%

全体

売
上
規
模

作
　
目

項目
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Data 取引拡大したい金融機関(複数回答）
（n=474）

統計表P56-57

Data 売上高・業種別 拡大したい金融機関（複数回答）
（n=474）

55.5%

42.0%

24.7%

21.5%

12.4%

10.8%

5.1%

2.5%

1.7%

日本政策金融公庫

地方銀行

農林中金

農協

都市銀行

信用金庫

商工中金

信用組合

その他

金融機関との取引
§今後取引を拡大したい金融機関

● 今後取引を拡大したい金融機関は、日本政策金融公庫（55.5%）、地方銀行（42.0%）、農林中央金庫
（24.7%）・農協（21.5%）の順。

● 業種別でみると、畜産（71.0%）・野菜（52.3%）で公庫の割合が高い。

有効
回答

日本
政策
金融
公庫

地方
銀行

農林
中金

農協
都市
銀行

信用
金庫

商工
中金

信用
組合

その他

474 55.5% 42.0% 24.7% 21.5% 12.4% 10.8% 5.1% 2.5% 1.7%

～5千万円未満 98 45.9% 41.8% 20.4% 26.5% 7.1% 11.2% 5.1% 2.0% 1.0%

～1億円未満 79 63.3% 46.8% 38.0% 34.2% 3.8% 8.9% 1.3% 0.0% 1.3%

～3億円未満 120 54.2% 40.0% 29.2% 20.0% 10.0% 11.7% 3.3% 5.8% 2.5%

～10億円未満 65 63.1% 44.6% 13.8% 15.4% 27.7% 9.2% 7.7% 0.0% 3.1%

10億円以上 29 65.5% 48.3% 24.1% 10.3% 24.1% 6.9% 20.7% 3.4% 0.0%

未回答 83 51.8% 36.1% 19.3% 14.5% 14.5% 13.3% 3.6% 2.4% 1.2%

稲作 153 51.0% 39.2% 22.9% 39.9% 5.9% 10.5% 2.6% 2.6% 2.0%

野菜 111 52.3% 45.0% 26.1% 10.8% 14.4% 14.4% 3.6% 0.9% 2.7%

その他耕種等 112 51.8% 45.5% 25.0% 17.9% 15.2% 8.9% 8.0% 3.6% 1.8%

畜産 93 71.0% 37.6% 26.9% 8.6% 17.2% 9.7% 5.4% 3.2% 0.0%

生産なし 5 60.0% 60.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 40.0% 0.0% 0.0%

項目

業
種

全体

売
上
規
模
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Data 取引拡大したい内容(複数回答）
（n=452）

統計表P56-57

Data 売上高・業種別 取引拡大したい内容（複数回答）

金融機関との取引
§今後取引を拡大したい内容

● 今後拡大したい金融機関との取引として、「設備資金の調達（66.8%）」が最も高い。
● 「設備資金の調達」は、売上高規模が高まるほど増加。業種別では、畜産82.8%、野菜68.6％、稲作

63.4％の順。

有効
回答

設備資金の
調達

短期運転資
金の調達
（証書貸付）

短期運転資
金の調達
（当座貸越・
営農貸越）

マッチングイ
ベント等へ
の参加

預金取引 出資

452 66.8% 27.0% 26.8% 20.8% 16.6% 9.1%

～5千万円未満 93 61.3% 30.1% 25.8% 23.7% 22.6% 7.5%

～1億円未満 78 65.4% 25.6% 29.5% 23.1% 16.7% 9.0%

～3億円未満 116 66.4% 22.4% 25.0% 21.6% 13.8% 10.3%

～10億円未満 62 71.0% 25.8% 32.3% 17.7% 16.1% 11.3%

10億円以上 27 74.1% 44.4% 29.6% 11.1% 18.5% 7.4%

未回答 76 69.7% 26.3% 22.4% 19.7% 13.2% 7.9%

稲作 145 63.4% 22.8% 31.0% 18.6% 22.8% 8.3%

野菜 105 68.6% 30.5% 23.8% 22.9% 15.2% 13.3%

その他耕種等 111 57.7% 28.8% 32.4% 24.3% 12.6% 9.9%

畜産 87 82.8% 27.6% 14.9% 17.2% 12.6% 4.6%

生産なし 4 50.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 0.0%

全体

業
種

項目

売
上
規
模

66.8%

27.0%

26.8%

20.8%

16.6%

9.1%

設備資金の調達

短期運転資金の調達

（証書貸付）

短期運転資金の調達

（当座貸越・営農貸越）

マッチングイベント等へ

の参加

預金取引

出資
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Data Data

Data

● 短期運転資金の借入れは55.4％が民間金融機関から行っており、調達方法は証書貸付・当座貸越に
より実施されている。

● これまでの短期運転資金の調達経験では、84.4％がスムーズに調達できなかったことがあると回答。

統計表P54-55

短期運転資金の調達先（複数回答）(n=505)

これまでの短期運転資金の調達経験 (n=525)

短期運転資金
§資金の調達先・調達方法・調達可否

短期運転資金の調達方法（複数回答）(n=485)

55.4%

30.7%

12.9%

11.9%

1.6%

民間金融機関

（農協以外）

農協

日本政策金融公庫

（国民生活事業）

その他

仕入先

33.4%

27.0%

15.7%

13.6%

13.0%

10.3%

7.2%

2.3%

民間金融機関

（証書貸付）

民間金融機関

（当座貸越）

農協（営農貸越）

日本政策金融公庫

（国民生活事業）

農協（証書貸付）

その他

農協（購買取引）

仕入先

（支払サイト）15.6%

84.4%

スムーズに

調達できた

スムーズに

調達できなかった
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Data Data

Data

● 今後１年の設備投資目的は、「増産・規模拡大」と「更新・維持・補修」が4割を上回り、体制強化
の意欲がうかがえる。

● 今後1年の設備資金、運転資金の調達先の割合は、共に「日本政策金融公庫」が最も高い。

統計表P50-53

設備投資の目的（複数回答） 設備資金の調達先（複数回答）

運転資金の調達先（複数回答）

設備投資の状況
§過去・今後１年の設備投資

43.7%

41.2%

27.9%

15.1%

3.6%

39.5%

49.7%

27.6%

15.5%

1.7%

増産・規模拡大

更新・維持・補修

合理化・省力化

新規部門

（加工含む）の導入

その他
今後1年の予定 n=444

過去1年の実績 n=471

51.5%

28.9%

28.0%

21.0%

6.2%

44.6%

37.7%

29.5%

17.9%

5.2%

日本政策金融公庫

自己資金

民間金融機関

（農協以外）

農協

その他

今後1年の予定 n=439

過去1年の実績 n=464

35.7%

31.3%

31.3%

18.2%

10.1%

2.8%

27.6%

38.0%

28.7%

13.8%

13.8%

1.3%

日本政策金融公庫

自己資金

民間金融機関

（農協以外）

農協

運転資金不要

その他

今後1年の予定 n=434

過去1年の実績 n=463
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● 経営理念は、52.0%で明文化されており、法人化（47.9%）や雇用者数の増加（35.3%）につな
がっている。明文化の方法としては、多くの場合、経営者の考え（71.6%）を元に行っている。

Data 経営理念の明文化有無 (複数回答)
（n=556）

統計表P34-35

明文化のタイミング(複数回答) （n=303）Data

Data 明文化の方法(複数回答) （n=299）

経営理念の策定状況と経営展開
§経営理念の明文化・タイミング・策定方法

明文化して

いる
52.0%

明文化して

いない
48.0%

5.6%

11.9%

35.3%

47.9%

その他

個人経営時代

雇用者数の増加

法人化の際

4.3%

5.0%

8.0%

13.4%

71.6%

他社を参考に

その他

社内（従業員等）

で検討

先代の教え

経営者の考え
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● 事業構想の相談先は、「社内で検討」が58.0%、「顧問税理士・会計士」が40.3%。
● 専門家の顧問契約では、「税理士・会計士」が89.4%で最も多い。

事業構想の相談先 (複数回答) （n=571）

統計表P36-39

専門家の顧問契約の有無 (複数回答) （n=601）Data Data

経営理念の策定状況と経営展開
§事業構想の相談先・専門家雇用契約の有無

6.0%

6.3%

8.2%

9.5%

10.3%

11.4%

11.4%

40.3%

58.0%

農業経営アドバイザー

顧問社労士

JA

コンサルタント

金融機関

日本政策金融公庫

その他

顧問税理士・会計士

社内で検討 89.4%

40.6%

10.1%

10.3%

49.9%

75.4%

0.3%

9.5%

14.5%

税理士・会計士

社会保険労務士

経営コンサル

あり なし 未回答

業種別
有効
回答

税理士・会計士 社会保険労務士 経営コンサルタント

あり なし あり なし あり なし

全体 601 89.4% 10.3% 40.6% 49.9% 10.1% 75.4%

稲作 186 88.7% 10.8% 33.9% 53.8% 4.8% 75.8%

野菜 142 86.6% 13.4% 47.9% 45.8% 9.2% 79.6%

その他
耕種等

148 93.2% 6.1% 41.9% 48.0% 13.5% 73.0%

畜産 117 89.7% 10.3% 41.0% 51.3% 15.4% 72.6%

生産なし 8 75.0% 25.0% 37.5% 50.0% 12.5% 75.0%

※未回答が含まれるため、「あり」と「なし」の合計は有効回答数と一致しない。
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● 自社のライフステージについて、56.9％が成長の段階にあると考えている。
● 自社のライフステージを踏まえて受けたいコンサルティングとして、人事・労務管理の体制
改善が35.6％、生産工程管理が35.5％と割合が高い。

自社のライフステージ (複数回答) （n=592）

統計表P36-39

Data ライフステージごとの受けたいコンサルティング
(複数回答)

Data

経営理念の策定状況と経営展開
§自社のライフステージ・受けたいコンサル

10.0%

14.0%

20.1%

56.9%

創業・起業の段階

成長鈍化の段階

成熟の段階

成長の段階

13.2%

23.2%

25.8%

29.1%

30.0%

35.5%

35.6%

部門別損益の作成

新商品・製品の開発

事業計画作成

販路開拓（商談会・マッチング・輸出等）

事業継承

生産工程管理

（改善の取組み等）

人事・労務管理の

体制改善

受けたいコンサルティング (複数回答) （n=547）Data

項目
有効
回答

創業・起
業段階

成長
段階

成熟
段階

成長鈍化
段階

人事・労務管理の
体制改善

195 9.7% 53.3% 24.1% 10.8%

生産工程管理
（改善の取組み等）

194 9.8% 59.3% 18.6% 11.9%

事業継承 164 6.1% 54.3% 26.2% 14.6%

販路開拓（商談会・
マッチング・輸出等）

159 10.7% 62.9% 15.7% 11.3%

事業計画策定 141 9.9% 68.1% 14.2% 7.8%

新商品・製品の開発 127 11.0% 61.4% 19.7% 10.2%

部門別損益の作成 72 13.9% 55.6% 18.1% 12.5%

加工・製造事業の
開始

70 14.3% 68.6% 11.4% 7.1%

その他 27 14.8% 37.0% 18.5% 25.9%
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Data 将来の経営規模（複数回答）

● 将来の経営規模・事業規模ともに、約70％が「拡大したい」と考えている。
● 業種別では野菜が経営規模・事業規模ともに最も「拡大意欲」が高い。

統計表P40-41

Data 将来の事業規模（複数回答）

Data 将来の経営規模・事業規模（複数回答）

経営強化の取組み
§将来の経営規模・事業規模

70.1%

70.0%

77.4%

62.6%

70.0%

71.4%

27.9%

29.4%

21.2%

34.4%

26.4%

28.6%

2.0%

0.6%

1.5%

3.1%

3.6%

全体 n=555

稲作 n=170

野菜 n=137

その他耕種等 n=131

畜産 n=110

生産なし n=7

拡大したい 現状維持したい 縮小したい

69.4%

67.8%

80.4%

65.6%

61.8%

75.0%

29.2%

31.0%

18.8%

33.6%

34.5%

25.0%

1.4%

1.2%

0.7%

0.8%

3.6%

全体 n=558

稲作 n=171

野菜 n=138

その他耕種等 n=131

畜産 n=110

生産なし n=8

拡大したい 現状維持したい 縮小したい

項目

経営規模 事業規模

有
効
回
答

拡
大
し
た
い

現
状
維
持
し
た
い

縮
小
し
た
い

有
効
回
答

拡
大
し
た
い

現
状
維
持
し
た
い

縮
小
し
た
い

全国 555 70.1% 27.9% 2.0% 558 69.4% 29.2% 1.4%

北海道・東北 116 70.7% 25.0% 4.3% 118 66.1% 32.2% 1.7%

関東 71 78.9% 21.1% 0.0% 71 71.8% 28.2% 0.0%

北信越 97 68.0% 30.9% 1.0% 99 70.7% 29.3% 0.0%

東海 18 72.2% 22.2% 5.6% 18 72.2% 22.2% 5.6%

近畿 56 66.1% 33.9% 0.0% 57 66.7% 31.6% 1.8%

中国 50 60.0% 38.0% 2.0% 49 65.3% 34.7% 0.0%

四国 36 69.4% 27.8% 2.8% 36 75.0% 19.4% 5.6%

九州・沖縄 111 72.1% 26.1% 1.8% 110 70.9% 27.3% 1.8%

生産のみ 187 69.0% 30.5% 0.5% 188 66.5% 32.4% 1.1%

生産・直売 143 70.6% 27.3% 2.1% 145 66.9% 32.4% 0.7%

生産・直売・加工 149 69.1% 27.5% 3.4% 148 72.3% 24.3% 3.4%

生産・直売・観光 11 54.5% 45.5% 0.0% 11 36.4% 63.6% 0.0%

生産・直売・加工・観光 58 77.6% 19.0% 3.4% 58 82.8% 17.2% 0.0%

生産なし 7 71.4% 28.6% 0.0% 8 75.0% 25.0% 0.0%
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● 分野拡大を検討する事業として、生産（76.5%）、販売（58.4%）が上位。
● 業種別にみると、生産拡大では野菜（82.7%）・畜産（81.2%）、販売では稲作（63.3%）、野菜

（62.6%）が上位。

統計表P40-41

Data 分野の拡大・強化を検討（複数回答）
（n=550）

Data 業種別 分野の拡大・強化を検討（複数回答）

経営強化の取組み
§分野拡大・強化の検討状況

項目
有効
回答

生産 販売
加工・
製造

観光・
交流

飲食
宿泊
業

作業
受託

その他

全体 550 76.5% 58.4% 32.4% 11.8% 5.8% 1.1% 9.5% 1.5%

業
種

稲作 169 76.9% 63.3% 26.0% 7.7% 1.8% 0.6% 20.1% 1.8%

野菜 139 82.7% 62.6% 31.7% 8.6% 5.0% 0.0% 3.6% 0.0%

その他
耕種等

134 68.7% 59.0% 46.3% 19.4% 9.7% 2.2% 6.0% 2.2%

畜産 101 81.2% 42.6% 24.8% 12.9% 6.9% 2.0% 5.0% 1.0%

生産なし 7 28.6% 71.4% 42.9% 14.3% 28.6% 0.0% 0.0% 14.3%

地
域

北海道・東北 121 75.2% 60.3% 33.1% 11.6% 5.8% 0.8% 12.4% 0.8%

関東 70 81.4% 57.1% 24.3% 11.4% 2.9% 2.9% 7.1% 0.0%

北信越 95 74.7% 62.1% 25.3% 11.6% 4.2% 0.0% 12.6% 4.2%

東海 16 75.0% 81.3% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 0.0%

近畿 56 69.6% 62.5% 37.5% 19.6% 12.5% 1.8% 14.3% 1.8%

中国 50 80.0% 50.0% 36.0% 14.0% 8.0% 0.0% 8.0% 2.0%

四国 35 91.4% 57.1% 37.1% 8.6% 5.7% 0.0% 8.6% 0.0%

九州・沖縄 107 73.8% 52.3% 34.6% 10.3% 5.6% 1.9% 3.7% 0.9%

76.5%

58.4%

32.4%

11.8%

9.5%

5.8%

1.5%

1.1%

生産

販売

加工・製造

観光・交流

作業受託

飲食

その他

宿泊業
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統計表P42-43

Data 業種別 新規分野の開拓検討（複数回答）Data 新規分野の開拓検討（複数回答）（n=380）

経営発展の取組み
§分野開拓の検討状況

● 新規分野の開拓を検討する事業は、「加工・製造」（32.4%）、「生産」・「販売」（30.0%）の順。
● 業種別では、稲作が「生産」（35.3%）、「加工・製造」（34.5%）、「販売」（26.9%）の順で、野菜が「生

産」（37.3%）、「販売」 （34.3%）、「加工・製造」（29.4%） の順に高い。

32.4%

30.0%

30.0%

18.7%

13.7%

10.3%

4.2%

3.7%

加工・製造

生産

販売

観光・交流

飲食

作業受託

その他

宿泊業

項目
有効
回答

生産 販売
加工・
製造

観光・
交流

飲食
宿泊
業

作業
受託

その
他

全体 380 30.0% 30.0% 32.4% 18.7% 13.7% 3.7% 10.3% 4.2%

業
種

稲作 119 35.3% 26.9% 34.5% 14.3% 10.1% 3.4% 10.9% 2.5%

野菜 102 37.3% 34.3% 29.4% 16.7% 11.8% 2.0% 13.7% 2.9%

その他
耕種等

88 22.7% 29.5% 36.4% 28.4% 13.6% 6.8% 10.2% 3.4%

畜産 66 21.2% 30.3% 27.3% 15.2% 24.2% 3.0% 4.5% 9.1%

生産なし 5 0.0% 20.0% 40.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%

地
域

北海道・東北 74 32.4% 31.1% 27.0% 17.6% 17.6% 5.4% 10.8% 1.4%

関東 50 36.0% 30.0% 28.0% 18.0% 12.0% 2.0% 10.0% 4.0%

北信越 71 26.8% 31.0% 32.4% 22.5% 8.5% 4.2% 9.9% 8.5%

東海 13 38.5% 30.8% 38.5% 38.5% 7.7% 0.0% 7.7% 0.0%

近畿 43 27.9% 37.2% 37.2% 18.6% 14.0% 4.7% 11.6% 2.3%

中国 32 28.1% 28.1% 40.6% 15.6% 25.0% 0.0% 6.3% 3.1%

四国 28 21.4% 28.6% 32.1% 21.4% 7.1% 10.7% 10.7% 10.7%

九州・沖縄 69 30.4% 24.6% 33.3% 13.0% 14.5% 1.4% 11.6% 2.9%
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● 自社の構想を実現するためには、「雇用拡大」が必要と考える経営体が66.3％で最も多い。
● 「雇用拡大」に続く「異業種との連携」では、食品製造業者や食品販売業者との異業種連携、
試験・研究機関が必要と考えられている。

66.3%

38.7%

19.0%

10.7%

7.1%

2.1%

雇用拡大

異業種との連携

部門新設

分社化

M&A

その他

構想を実現するために必要なもの
（複数回答）（n=478)

Data Data

異業種との連携 n=185

M&A n=34

統計表P42-43

異業種との連携・M&Aの内訳（複数回答)

経営発展の取組み
§自社の構想を実現するために必要なもの

45.9%

44.3%

40.5%

食品製造業者

食品販売（卸売・小売）業者

試験・研究機関

88.2%

50.0%

農業法人

異業種
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アドバイス希望内容（上位3つ）(n=397)Data Data

● 農業経営アドバイザーにアドバイスを希望する内容は、「資金調達・財務管理」が最も多い。
● 相談先としては、税理士・公認会計士（26.9%） 、日本政策金融公庫（17.8%）が上位。

どの属性の農業経営アドバイザーに相談するか

統計表P44-47

経営発展の取組み
§農業経営アドバイザーへの相談

37.0%

34.0%

28.7%

23.7%

23.2%

21.7%

16.4%

15.6%

15.4%

15.4%

14.6%

13.6%

8.8%

7.8%

7.1%

3.5%

1.5%

資金調達・財務管理

事業計画作成

労務管理

事業承継

経営管理一般

販路開拓（商談会・マッチング等）

税務関係

販売・営業

生産工程管理

新商品・製品開発

生産技術

加工・製造

情報（IT関係）

行政等への書類申請

輸出関係

法務関係

法人化（組織形態の変更含む）

有
効
回
答

税
理
士
・
公
認
会
計
士

日
本
政
策
金
融
公
庫

銀
行
・
信
金
・

信
組
職
員

農
林
中
央
金
庫
・

信
連
・
農
協
職
員

飼
料
・
肥
料
等
の

農
業
資
材
会
社
社
員

普
及
員
等
の

地
方
公
共
団
体

そ
の
他

342 26.9% 17.8% 12.6% 10.8% 3.2% 9.4% 7.9%

生産のみ 110 28.2% 19.1% 11.8% 10.9% 0.9% 10.9% 6.4%

生産・直売 87 26.4% 13.8% 8.0% 18.4% 4.6% 10.3% 4.6%

生産・直売・加工 94 30.9% 17.0% 13.8% 8.5% 4.3% 6.4% 9.6%

生産・直売・観光 10 0.0% 30.0% 20.0% 0.0% 0.0% 10.0% 10.0%

生産・直売・加工・観光 39 23.1% 20.5% 20.5% 2.6% 5.1% 10.3% 12.8%

生産なし 2 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

項目

全体

多
角
化
段
階
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Data Data

● 経営診断サービスの利用を43.8%が「希望する」と回答。
● 利用してみたいサービス（無料）は、「同業者との経営比較診断」が61.1%、次いで
「現状分析支援（財務・経営環境等）（36.6%）」「6次化支援（26.2%）」が上位。

利用してみたいサービス（無料）（複数回答）（n=473）

統計表P48-49

経営診断サービスの利用希望（n=591）

経営発展の取組み
§経営診断サービスについて

希望する
43.8%

わからない
34.3%

希望しない
21.8%

61.1%

36.6%

26.2%

24.5%

18.2%

17.8%

10.8%

6.1%

1.5%

同業者との経営比較診断

（生産/財務指標等）

現状分析支援

（財務・経営環境・SWOT等）

6次化支援

販売支援

（商談会等の市場ニーズ調査）

海外での販路開拓

支援

トライアル輸出

支援

個々に公庫の経営

アドバイザーを設置

税理士等の専門家

農業経営アドバイザーの紹介

その他
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Data 社会保険等の加入状況（複数回答）

● 社会保険等の加入状況は、労災保険が98.5%、雇用保険が93.0%、健康保険が88.9%。

● 従事者規模が10名以上は、ほぼ社会保険に加入している。

98.5%

93.0%

88.9%

89.1%

96.9%

89.6%

81.8%

81.1%

労災保険

雇用保険

健康保険

厚生年金保険

2016年(n=597)

2015年 (n=1288)

Data

統計表P40-41

社会保険等の加入状況
（複数回答）

従事者の労働環境と福利厚生
§社会保険等の加入状況

項 目
有効
回答

労災保険 雇用保険 健康保険
厚生年金
保険

全 体 597 98.5% 93.0% 88.9% 89.1%

従
事
者
規
模

未回答 24 100.0% 91.7% 83.3% 95.8%

1～4名 61 93.4% 72.1% 75.4% 75.4%

5～9名 168 97.0% 89.9% 83.9% 82.1%

10～19名 175 100.0% 97.7% 93.1% 94.3%

20～49名 131 100.0% 98.5% 93.9% 93.1%

50～99名 27 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100名以上 11 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

作
目

稲作 180 98.9% 88.3% 86.1% 88.3%

野菜 145 98.6% 96.6% 88.3% 87.6%

その他耕種等 147 99.3% 93.9% 87.8% 88.4%

畜産 117 96.6% 94.9% 95.7% 93.2%

生産なし 8 100.0% 87.5% 87.5% 87.5%

多
角
化
段
階

生産のみ 199 97.5% 94.5% 93.0% 90.5%

生産・直売 151 99.3% 90.1% 84.1% 86.1%

生産・直売・加工 163 98.8% 94.5% 90.8% 90.2%

生産・直売・観光 12 91.7% 83.3% 75.0% 83.3%

生産・直売・加工・観光 64 100.0% 93.8% 85.9% 90.6%

生産なし 8 100.0% 87.5% 87.5% 87.5%
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Data

● 既に活用している税制は少額減価償却資産の特例（53.2%）が最も多い。
● 活用を検討している税制は中小企業基盤促進税制（農業経営基盤強化準備金）（35.3%）が最も多い。

統計表P58-61

税制の活用状況（複数回答）

各種税制の活用状況
§既に活用している税制・検討している税制

※平成28年度末で終了

53.2%

45.6%

17.5%

17.0%

15.8%

7.0%

4.7%

2.3%

1.2%

0.6%

0.6%

27.1%

35.3%

28.6%

13.5%

12.8%

15.0%

12.0%

6.0%

12.8%

9.8%

6.0%

少額減価償却資産の特例

中小企業基盤促進税制

（農業経営基盤強化準備金）

生産性向上設備投資促進税制※

消費税の特例

（簡易課税）

固定資産税の

特例措置

雇用促進税制

環境関連投資促進税制

（グリーン投資減税）

研究開発税制

事業継承税制

商業・サービス業・

農林水産活性化税制

所得拡大促進税制

活用済み n=171

活用検討 n=133
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Data Data

● 直近3年間のICTの利用状況については、「3年以上前から利用（44.3%）」「直近3年間で利用開始
（9.3%）」となっており、過半数でICTの利用を開始している。

● 従事者規模別で見ると、従業員数が多いほど「3年以上前から利用」の割合が高い。

統計表P60-61

直近3年間のICTの利用状況（n=567） 従事者規模別 直近3年間のICTの利用状況

情報通信技術（ICT）の利用状況
§直近3年間のICTの利用状況

3年以上前から

利用

44.3%

直近3年間

で

利用開始

9.3%

1年以内に

導入したい

5.1%

導入を検討しているが時期

未定

18.9%

導入の予定

はない

21.9%

過去に利用

していたが今

後利用する

つもりない

0.5%

19.3%

37.3%

49.1%

53.7%

68.0%

72.7%

29.2%

7.0%

10.8%

8.3%

8.9%

29.2%

1.8%

5.1%

4.1%

6.5%

8.0%

9.1%

8.3%

28.1%

22.2%

16.0%

15.4%

16.0%

9.1%

20.8%

43.9%

24.1%

21.3%

15.4%

8.0%

9.1%

12.5%

0.6%

1.2%

1～4名 n=57

5～9名 n=158

10～19名 n=169

20～49名 n=123

50～99名 n=25

100名以上 n=11

未回答 n=24

3年以上前から利用 直近3年間で利用開始

1年以内に導入したい 導入を検討しているが

時期未定

導入の予定はない 過去に利用していたが

今後利用するつもりない
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Data Data

● ICTの利用目的は、既に活用している経営体では「販売額の増加」（47.1%）の割合が最も高く、
活用を検討中の経営体では「コスト削減」(41.1%)が最も多い。

● 検討中の利用目的で業種別にみると、稲作は「労働時間の削減」(38.6%)、野菜は「コスト削減」「従業員
の人材育成・技能向上」(37.1%)、その他耕種等は「コスト削減」(53.0%)、畜産は「従業員の人材育成・技能
向上」(48.7%)の割合が最も多い。

統計表P78-79

ICTの利用目的について（複数回答）
業種別 ICTの利用目的について（複数回答）
（検討中）

情報通信技術（ICT）の利用状況
§ICTの利用目的

44.0%

33.5%

41.9%

40.3%

22.5%

47.1%

1.6%

41.1%

35.3%

34.9%

34.0%

33.6%

27.8%

1.7%

コスト削減

農産物の品質向上

労働時間の削減

農産物の安心・安全の見える化

従業員の人材育成・技能向上

販売額の増加

その他

既に活用している n=191 検討中 n=241

37.1%

30.0%

38.6%

28.6%

20.0%

32.9%

35.5%

37.1%

33.9%

35.5%

37.1%

25.8%

3.2%

53.0%

43.9%

36.4%

33.3%

37.9%

30.3%

33.3%

30.8%

28.2%

43.6%

48.7%

20.5%

2.6%

コスト削減

農産物の品質向上

労働時間の削減

農産物の安心・安全の

見える化

従業員の人材育成・技

能向上

販売額の増加

その他

稲作 n=70 野菜 n=62 その他耕種等 n=66 畜産 n=39
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Data Data

● 既に導入している経営体や検討中の経営体ともに、「生産」「販売」「総務・経理」の割合が高い。
● 各分野の内訳では、「売上管理」「労務管理」で既に導入していると検討中の差が大きい。

統計表P62-77

ICTの導入状況（複数回答） ICTの導入状況（生産、販売、総務・経理の内訳）

情報通信技術（ICT）の利用状況
§ICTの導入状況

総
務
・
経
理

91.4%

55.6%

94.3%

92.4%

顧客・販売先

売上管理

既に導入している n=266 検討中 n=157

88.4%

56.6%

85.3%

82.9%

73.7%

77.4%

59.3%

76.4%

77.9%

74.4%

生産量

環境条件

栽培計画・履歴

作業計画・履歴

肥料・農薬管理

既に導入している n=251 検討中 n=199

97.8%

48.4%

85.8%

89.7%

会計管理

労務管理

既に導入している n=275 検討中 n=155

84.5%

89.6%

20.9%

92.6%

84.3%

66.5%

22.9%

65.7%

生産

販売

加工

総務・経理

既に導入している n=297 検討中 n=236
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Data

● ICTの利用分野を業種別にみると、稲作、その他耕種では、生産、加工で導入済みよりも

検討中の割合が高く、全体的な傾向が類似している。

ICTの利用分野（複数回答）

情報通信技術（ICT）の利用状況
§ICTの利用分野（業種別）

80.2%

85.7%

19.8%

93.4%

88.8%

65.0%

20.0%

61.3%

生産

販売

加工

総務・経理

稲作既に導入している n=91 稲作検討中 n=80

95.7%

97.1%

18.8%

91.3%

80.3%

70.5%

9.8%

72.1%

生産

販売

加工

総務・経理

野菜既に導入している n=69 野菜検討中 n=61

78.7%

93.3%

21.3%

90.7%

86.8%

66.0%

39.6%

64.2%

生産

販売

加工

総務・経理

その他耕種等既に導入している n=75 その他耕種等検討中 n=53

89.5%

82.5%

21.1%

94.7%

80.5%

63.4%

24.4%

65.9%

生産

販売

加工

総務・経理

畜産既に導入している n=57 畜産検討中 n=41

統計表P62-77
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Data Data

● 利用媒体は「市販品等」（64.0%）、「簡易」（55.6%）の順に割合が高い。

● 業種別にみると、既に導入しているは全業種で「市販品等」の割合が高く、検討中では野

菜のみで「簡易」の割合が高い

経営体のICTの利用媒体（複数回答）

※「簡易」は表計算ソフト、「社内作成」はマクロやアクセスの利用

経営体のICTの利用媒体（業種別、複数回答）

情報通信技術（ICT）の利用状況
§ICTの利用媒体

29.0%

55.6%

35.7%

64.0%

17.2%

18.2%

23.7%

46.2%

34.7%

50.4%

12.3%

13.6%

紙媒体

簡易

社内作成

市販品等

メーカーと

の共同開発

外部委託

既に導入している n=297

検討中 n=236

業種別 紙媒体 簡易
社内
作成

市販
品等

メーカー
との共同
開発

外部
委託

稲作

既に導入している
n=91

36.3% 48.4% 30.8% 56.0% 12.1% 14.3%

検討中 n=80 23.8% 46.3% 37.5% 48.8% 11.3% 8.8%

野菜

既に導入している
n=69

29.0% 59.4% 31.9% 78.3% 21.7% 20.3%

検討中 n=61 21.3% 50.8% 21.3% 45.9% 13.1% 19.7%

その他
耕種等

既に導入している
n=75

18.7% 61.3% 41.3% 64.0% 18.7% 16.0%

検討中 n=53 32.1% 41.5% 47.2% 50.9% 11.3% 13.2%

畜産

既に導入している
n=57

29.8% 59.6% 38.6% 61.4% 17.5% 24.6%

検討中 n=41 14.6% 46.3% 34.1% 58.5% 14.6% 12.2%

統計表P62-77
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Data

● 利用媒体では、生産、加工分野で「簡易」の割合が高く、自社での対応を進める傾向。
● 販売、総務・経理分野では「市販品等」の割合が高く、市販されるシステムの導入意向が
高い。

経営体のICTの利用媒体 （複数回答）

※「簡易」は表計算ソフト、「社内作成」はマクロやアクセスの利用
※網掛けは「導入済み」+「検討中」の合計が高い順に6位までを示す。

情報通信技術（ICT）の利用状況
§ICTの利用分野と媒体

全体 N=439

有効回答 紙媒体 簡易※ 社内作成 市販品等
メーカーとの
共同開発

外部委託

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

導
入
済
み

検
討
中

生産

生産量 222 154 15.8% 14.3% 46.8% 42.9% 23.0% 26.0% 11.7% 15.6% 8.6% 2.6% 1.8% 2.6%

環境条件 142 118 19.7% 16.9% 35.2% 33.1% 20.4% 22.0% 21.1% 22.9% 6.3% 3.4% 0.7% 4.2%

栽培計画・履歴 214 152 22.4% 19.7% 39.3% 33.6% 21.0% 28.3% 15.9% 14.5% 7.9% 5.3% 1.4% 1.3%

作業計画・履歴 208 155 23.1% 18.1% 41.8% 35.5% 20.7% 27.1% 14.4% 15.5% 7.7% 5.8% 1.0% 0.6%

肥料・農薬管理 185 148 29.2% 19.6% 36.2% 33.1% 20.5% 25.7% 12.4% 16.2% 5.9% 4.7% 2.7% 2.7%

販売
顧客・販売先 243 148 9.9% 8.8% 29.2% 31.8% 22.6% 22.3% 33.7% 29.7% 9.5% 8.8% 2.1% 2.0%

売上管理 148 145 9.5% 6.2% 48.6% 28.3% 33.8% 22.8% 73.0% 37.9% 14.2% 6.9% 6.1% 3.4%

加工 62 54 9.7% 13.0% 46.8% 40.7% 21.0% 25.9% 21.0% 9.3% 4.8% 5.6% 6.5% 5.6%

総務・経理
会計管理 269 133 6.7% 5.3% 18.6% 20.3% 10.8% 12.0% 53.2% 49.6% 3.7% 2.3% 14.9% 14.3%

労務管理 232 139 12.9% 12.2% 25.4% 25.9% 16.4% 18.0% 37.5% 33.8% 2.6% 2.2% 12.1% 10.1%

統計表P62-77
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● 政策提言すべき制度・政策は、資材コスト低減（48.1%）、人材確保・育成（43.8%）の順。
● 業種毎の最多回答は、資材コスト低減で稲作(52.6%)、畜産(48.3%)、人材確保・育成で野菜

（52.2%）、その他耕種等（50.4%）。

Data 政策提言すべきと思う制度・政策について(複数回答)

統計表P110-111

制度・政策
§政策提言すべき制度・政策について

48.1%

43.8%

34.6%

28.6%

23.2%

20.1%

19.3%

17.0%

17.0%

16.2%

16.2%

15.4%

14.3%

13.9%

10.0%

2.5%

43.7%

42.2%

32.4%

25.8%

24.8%

30.2%

15.6%

14.4%

19.0%

16.6%

20.1%

12.1%

14.6%

8.9%

1.4%

資材コスト低減

人材確保・育成

経営所得安定対策

農地中間管理機構

品目別対策

多面的支払

TPP

収入保険

税制

6次産業化の推進

輸出促進対策

食の信頼確保・食育推進

農協・農業委員会

規制改革

生産調整

その他

2016年 n=482

2015年 n=652

項目 全体 稲作 野菜
その他
耕種等

畜産 生産なし

有効回答 482 154 115 119 89 5

資材コスト低減 48.1% 52.6% 44.3% 47.1% 48.3% 20.0%

人材確保・育成 43.8% 33.1% 52.2% 50.4% 43.8% 20.0%

経営所得安定対策 34.6% 51.3% 21.7% 22.7% 39.3% 20.0%

農地中間管理機構 28.6% 41.6% 23.5% 24.4% 18.0% 40.0%

品目別対策 23.2% 14.9% 22.6% 27.7% 32.6% 20.0%

多面的支払 20.1% 33.8% 12.2% 10.9% 20.2% 0.0%

TPP 19.3% 24.7% 9.6% 13.4% 30.3% 20.0%

税制 17.0% 14.9% 13.9% 17.6% 24.7% 0.0%

収入保険 17.0% 25.3% 11.3% 14.3% 14.6% 0.0%

6次産業化の推進 16.2% 14.3% 13.9% 21.8% 13.5% 40.0%

輸出促進対策 16.2% 17.5% 15.7% 17.6% 13.5% 0.0%

食の信頼確保・食育推進 15.4% 10.4% 13.0% 19.3% 19.1% 60.0%

農協・農業委員会 14.3% 14.3% 17.4% 10.9% 13.5% 40.0%

規制改革 13.9% 9.7% 13.9% 14.3% 21.3% 0.0%

生産調整 10.0% 22.7% 3.5% 4.2% 4.5% 0.0%

その他 2.5% 1.3% 3.5% 4.2% 1.1% 0.0%
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● 当協会に期待する活動・サービスは、「政策提言活動（69.2%）」、「人材確保・育成（61.1%）」の順。
● 業種別の最大回答は、 「政策提言活動」が稲作（75.6%）・畜産（76.5%）、 「人材確保・育成」が

野菜（74.8%）・その他耕種等（65.8%） 。

Data 当協会に期待する活動・サービス等について(複数回答)

統計表P112-115

当協会活動
§当協会活動に期待するもの

全体・業種別 全体 稲作 野菜
その他
耕種等

畜産

有効回答 445 135 111 111 81
政策提言活動 69.2% 75.6% 64.0% 64.0% 76.5%

政策の提案・提言 51.5% 56.3% 52.3% 42.3% 56.8%
国との情報・意見交換 42.7% 43.7% 40.5% 39.6% 51.9%

人材確保・育成 61.1% 50.4% 74.8% 65.8% 58.0%
合同会社説明会 16.4% 7.4% 27.9% 15.3% 18.5%
農業インターンシップ 31.2% 23.0% 39.6% 32.4% 33.3%

外国人技能実習生受入事業 26.3% 10.4% 42.3% 30.6% 25.9%
農作業安全研修 16.6% 23.0% 18.0% 13.5% 9.9%

経営改善支援 55.1% 56.3% 59.5% 62.2% 37.0%
販路開拓支援 37.1% 37.8% 42.3% 45.0% 19.8%
輸出促進支援 15.7% 20.0% 12.6% 15.3% 11.1%
取引先信用調査 23.6% 27.4% 22.5% 23.4% 19.8%

情報提供 44.7% 43.0% 51.4% 41.4% 43.2%
アグリビジネス経営塾 34.2% 34.1% 39.6% 28.8% 35.8%
農業法人名鑑 10.8% 9.6% 15.3% 10.8% 6.2%
農業法人白書 12.4% 11.9% 18.0% 7.2% 11.1%

ネットワーク作り 38.7% 37.0% 36.0% 35.1% 48.1%
全国セミナー・ブロック交流会 35.1% 35.6% 34.2% 29.7% 43.2%
ファーマーズ＆キッズフェスタ 7.4% 4.4% 6.3% 9.9% 8.6%

経営セーフティネット 32.8% 34.1% 38.7% 32.4% 23.5%
傷害保険 23.1% 28.1% 19.8% 24.3% 18.5%

天候デリバティブ 15.5% 11.1% 27.0% 14.4% 7.4%

69.9%

65.5%

57.6%

45.2%

39.4%

33.1%

77.4%

63.4%

60.0%

44.6%

36.6%

39.1%

政策提言活動

人材確保・育成

経営改善支援

情報提供

ネットワーク作り

経営セーフティーネット

2016年

n=429

2015年

n=558


